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正会員の財務状況等に関する届出書 

 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１．委託会社等の概況 

（１）資本金の額等 

   ①資本金         370百万円 

   ②発行する株式の総数    12,000株 

   ③発行済株式の総数      7,400株 

   ④直近5ヵ年における主な資本金の額の増減 

     該当事項はございません。 

 

（２）委託会社の機構 

   ①会社の意思決定機関 

＜株主総会＞ 

株主総会は、株主により構成される会社における最高の意思決定機関として、取締役の選任、

定款の変更、利益処分の承認等、会社法及び定款の定めに従って重要事項の決定を行います。 

 

＜取締役会＞ 

取締役会は、取締役により構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督し

ます。 

 

②投資運用の意思決定プロセス 

投資政策委員会 

・投資政策委員会は、運用手法、運用戦略の調査・研究を行ったうえで、国内外の経済・金



融情報および各国の市場等の調査・分析を行い、ファンド毎の運用手法・運用戦略を決定

します。 

運用本部 

・運用本部は、投資政策委員会で決定したファンド毎の運用手法・戦略及びリスク許容度に

基づいて、運用計画を決定します。 

ファンド・マネージャー 

・運用本部の各ファンド・マネージャーは、運用計画に基づき、ファンド毎のガイドライン

及び運用方針に沿って、ポートフォリオを構築・管理します。 

トレーディング部門 

・トレーディング部門は、ファンド・マネージャーからの発注の指示を受け、事前にチェッ

クを行ったうえで、最良執行の方針に則り売買の執行を行います。 

２．事業の内容及び営業の概況 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投

資信託の設定を行うとともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投

資運用業）を行っています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務および第二種金融商

品取引業務等を行っています。 

委託会社が運用する証券投資信託は令和元年12月30日現在、以下の通りです。 

（親投資信託を除きます。） 

ファンドの種類 本数 純資産総額 

追加型株式投資信託 58 342,489百万円 

単位型株式投資信託 47 161,346百万円 

単位型公社債投資信託 7 14,783百万円 

合計 112 518,618百万円 

３．委託会社等の経理状況 

(1)年次財務諸表 

1. 委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令

第59 号、以下「財務諸表等規則」という）第2条に基づき、同規則及び「金融商品取引業等に関する

内閣府令」（平成19年8月6日 内閣府令第52号）により作成しております。

財務諸表に記載している金額については、千円未満の端数を切り捨てにより表示しております。

2. 委託会社は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、第20期事業年度（自2018年4月1

日 至2019年3月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けておりま

す。



(2)中間財務諸表 

1. 委託会社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大

蔵省令第38号、以下「中間財務諸表等規則」という）第38条及び第57条の規定に基づき、同規則及

び「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日 内閣府令第52号）により作成してお

ります。 

中間財務諸表に記載している金額については、千円未満の端数を切り捨てにより表示しております。 

 

2. 委託会社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間会計期間（自2019年4月1

日 至2019 年 9月 30日）の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による中間監査を受け

ております。 
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（注）1．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 

 

独立監査人の監査報告書 
 

令和元年 6月 20日 

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 三 上 和 彦 ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられているシンプレクス・アセット・マネジメント株式会社の平成30年4月1日から平成31年3

月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重

要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表

の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが

含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社の平成31年3月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 



【財務諸表】

(1)【貸借対照表】

（資産の部）
Ⅰ流動資産

1 現金・預金 5,418,529 1,988,187
2 直販顧客分別金信託 100 100
3 前払費用 19,567 21,079
4 未収入金 3,180 －
5 未収委託者報酬 340,071 284,450
6 未収運用受託報酬 1,131,042 511,284
7 未収投資助言報酬 4,024 1,063
8 未収還付法人税等 － 407,066
9 未収還付消費税等 － 96,067

10 その他 49,179 50,085
流動資産計 6,965,695 3,359,384
Ⅱ固定資産

1 有形固定資産 20,159 16,543
(1) 建物付属設備 *1 15,168 *1 12,128
(2) 器具備品 *1 4,990 *1 4,414

2 無形固定資産 1,279 761
(1) 電話加入権 761 761
(2) ソフトウェア *2 41 *2 －
(3) 協会基金 *2 476 *2 －

3 投資その他の資産 82,041 103,711
(1) 投資有価証券 9,932 28,912
(2) 長期差入保証金 71,921 74,129
(3) 長期前払費用 188 670

固定資産計 103,480 121,016
資産合計 7,069,175 3,480,400

　　　　　　　　　　　　　　　　期別
科目

前事業年度 当事業年度
（単位：千円）

金　　額
（平成30年3月31日現在）

金　　額
（平成31年3月31日現在）



（単位：千円）

（負債の部）
Ⅰ流動負債

1 預り金 59,025 83,298
2 未払金 1,913,859 1,115,830
3 関係会社未払金 4,860 4,860
4 未払費用 15,036 16,471
5 未払法人税等 947,211 －
6 未払消費税等 133,087 －
7 前受金 5,654 9,121
流動負債計 3,078,735 1,229,582
Ⅱ固定負債

1 資産除去債務 24,417 24,654
2 繰延税金負債 886 16,586
固定負債計 25,304 41,241
負債合計 3,104,039 1,270,823

（純資産の部）
Ⅰ株主資本
　 1 資本金 370,000 370,000
　 2 利益剰余金

(1) 利益準備金 92,500 92,500
(2) その他利益剰余金
繰越利益剰余金 3,502,704 1,748,206

　 利益剰余金計 3,595,204 1,840,706
株主資本計 3,965,204 2,210,706
Ⅱ評価・換算差額等

1 その他有価証券評価差額金 △ 68 △ 1,129
評価・換算差額等計 △ 68 △ 1,129
純資産合計 3,965,136 2,209,576
負債・純資産合計 7,069,175 3,480,400

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期別
科目

前事業年度 当事業年度
（平成30年3月31日現在） （平成31年3月31日現在）

金　　額 金　　額



(2)【損益計算書】

Ⅰ営業収益
1 委託者報酬 5,028,840 3,051,139
2 運用受託報酬 3,210,691 1,408,907
3 投資助言報酬 6,728 8,246,260 9,512 4,469,560

Ⅱ営業費用
1 支払手数料 190,487 201,275
2 調査費

(1)調査費 36,699 39,573
(2)委託調査費 305,768 235,599

3 委託計算費 14,748 14,043
4 通信費 2,585 550,290 2,560 493,052

Ⅲ一般管理費
1 給料

(1)役員報酬 *2 980,600 *2 1,392,600
(2)給料・手当 370,011 380,772
(3)賞与・退職金等 1,817,282 1,030,954

2 交際費 6,578 4,363
3 旅費交通費 33,926 25,772
4 業務事務委託費 8,566 13,570
5 租税公課 69,223 37,123
6 不動産賃借料 97,738 109,033
7 固定資産減価償却費 5,448 5,611
8 諸経費 *1 151,003 3,540,379 *1 160,134 3,159,935
営業利益 4,155,590 816,571
Ⅳ営業外収益

1 受取利息 37 5,229
2 為替差益 － 36,235
3 受取配当金 1,430 －

4 その他の営業外収益 3 1,471 32 41,497
Ⅴ営業外費用

1 為替差損 14,960 －

2 約定訂正損 372 －

3 その他の営業外費用 － 15,332 545 545
経常利益 4,141,729 857,523
税引前当期純利益 4,141,729 857,523
法人税、住民税及び事業税 1,210,148 196,358
法人税等調整額 △ 223 1,209,924 15,657 212,016
当期純利益 2,931,804 645,507

至 平成31年3月31日

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期別
科目

金　　額金　　額
至 平成30年3月31日
  自 平成29年4月 1日

前事業年度 当事業年度
  自 平成30年4月 1日



(3)【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）

評価・換算
差額等

その他利益剰余金

繰越利益剰余金
370,000 92,500 1,870,902 1,963,402 2,333,402 － 2,333,402

剰余金の配当 － － △ 1,300,002 △ 1,300,002 △1,300,002 － △ 1,300,002
当期純利益 － － 2,931,804 2,931,804 2,931,804 － 2,931,804
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － － △ 68 △ 68

－ － 1,631,802 1,631,802 1,631,802 △ 68 1,631,734
370,000 92,500 3,502,704 3,595,204 3,965,204 △ 68 3,965,136

当事業年度（自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日）

評価・換算
差額等

その他利益剰余金

繰越利益剰余金
370,000 92,500 3,502,704 3,595,204 3,965,204 △ 68 3,965,136

剰余金の配当 － － △ 2,400,005 △ 2,400,005 △2,400,005 － △ 2,400,005
当期純利益 － － 645,507 645,507 645,507 － 645,507
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ － － － － △ 1,061 △ 1,061

－ － △ 1,754,497 △ 1,754,497 △1,754,497 △ 1,061 △ 1,755,559
370,000 92,500 1,748,206 1,840,706 2,210,706 △ 1,129 2,209,576

当期首残高
当期変動額

当期変動額合計
当期末残高

当期変動額合計
当期末残高

（単位：千円）

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金利益準備金 利益剰余金合計

当期首残高
当期変動額

株主資本

資本金
利益剰余金

株主資本合計
利益準備金 利益剰余金合計

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

（単位：千円）



【重要な会計方針】 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算定） 

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。ただし、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物付

属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物付属設備 10 年～18 年 

器具備品   3 年～15 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用可能期間（3 年又

は 5 年）に基づく定額法を採用しております。 

3. 引当金の計上基準

貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。但し、当事業年度の計上額はありませ

ん。 

4. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 



【未適用の会計基準等】 

「収益認識に関する会計基準」等 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 平成 30 年 3 月 30 日 企業会計基準

委員会） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 平成 30 年 3 月 30

日 企業会計基準委員会） 

（1）概要 

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認

識に関する包括的な会計基準の開発を行い、平成 26 年 5 月に「顧客との契約から生じる収

益」（IASB においては IFRS 第 15 号、FASB においては Topic606）を公表しており、IFRS

第 15 号は平成 30 年 1 月 1 日以後開始する事業年度から、Topic606 は平成 29 年 12 月 15

日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、

収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。 

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針とし

て、IFRS 第 15 号と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、

IFRS 第 15 号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、会計基準を定めることとさ

れ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可

能性を損なわない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。 

（2）適用予定日 

令和 4 年 3 月期の期首から適用します。 

（3）当該会計基準等の適用による影響 

「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時

点で評価中であります。 

【表示方法の変更】 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年 2 月 16 日。以

下「税効果会計基準一部改正」という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資そ

の他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、

税効果会計関係注記を変更しました。 

なお、この変更により前事業年度の財務諸表に与える影響はありません。 

また、税効果会計関係注記において、税効果会計基準一部改正第 4 項に定める「税効果会計に

係る会計基準」注解（注 8）（2）に記載された内容を追加しております。 



【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

＊1 有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりであります。 

前事業年度 

（平成 30 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 31 年 3 月 31 日） 

建物付属設備 41,723 千円 44,763 千円 

器具備品 19,471 千円 21,446 千円 

計 61,195 千円 66,210 千円 

＊2 無形固定資産の償却累計額は以下のとおりであります。 

前事業年度 

（平成 30 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 31 年 3 月 31 日） 

ソフトウェア 83 千円 125 千円 

協会基金 2,830 千円 3,307 千円 

計 2,914 千円 3,432 千円 

（損益計算書関係） 

＊1 関係会社との取引に係るものは、以下のとおりであります。 

前事業年度 

（自 平成 29 年 4 月 1 日 

至 平成 30 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 30 年 4 月 1 日 

  至 平成 31 年 3 月 31 日） 

諸経費 18,000 千円 18,000 千円 

＊2 役員報酬の限度額は以下のとおりであります。 

前事業年度 

（自 平成 29 年 4 月 1 日 

  至 平成 30 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（自 平成 30 年 4 月 1 日 

  至 平成 31 年 3 月 31 日） 

取締役 1,500,000 千円 1,500,000 千円 

監査役 5,000 千円 5,000 千円



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 （単位：株） 

当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 7,400 － － 7,400 

合計 7,400 － － 7,400 

2. 配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成29年6月

26 日定時株

主総会 

普通株式 1,300,002 175,676 平成29年3月31日 平成29年6月30日 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成30年6月

27 日定時株

主総会 

普通株式 2,400,005 324,325 平成30年3月31日 平成30年6月30日 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 （単位：株） 

当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 7,400 － － 7,400 

合計 7,400 － － 7,400 

2. 配当に関する事項

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成30年6月

27 日定時株

主総会 

普通株式 2,400,005 324,325 平成30年3月31日 平成30年6月30日 



（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

以下の決議を予定しております。 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

令和元年6月

27 日定時株

主総会 

普通株式 1,000,006 135,136 平成31年3月31日 令和元年6月30日 

（リース取引関係）

1. オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係わる未経過リース料

（単位：千円） 

前事業年度 

（平成30年3月31日） 

当事業年度 

（平成31年3月31日） 

1年以内 63,443 63,443 

1年超 222,052 158,609 

合計 285,496 222,052 

（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に関する取組方針

当社は、投資運用業及び投資助言業などの金融サービス事業を行っています。そのた

め、資金運用については、短期的で安全性の高い金融資産に限定し、財務体質の健全性、

安全性、流動性の確保を第一とし、顧客利益に反しない運用を行っています。 

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収投資助言報酬は、当社が

運用を委託されている信託財産から回収を行っており、回収に係る信用リスクは僅少と

判断しております。 

投資有価証券は、当社設定の投資信託に対するシードマネーであり、市場価格の変動

リスクに晒されております。

長期差入保証金については、オフィスおよび社宅の敷金であります。

営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収投資助言報酬と、営業債

務である未払金及び関係会社未払金は、すべて 1 年以内の支払期日であります。なお、

営業債務の支払のタイミングは、営業債権とほぼ連動しており、営業債権及び営業債務

の流動性リスクは僅少と判断しております。 



 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク

営業債権は、当社が運用を委託されている信託財産から回収を行っており、回収

に係る信用リスクは僅少であります。当社は、営業債権の算出の基となる各ファン

ドの純資産について信託銀行と定期的に残高照合し、ファンドごとに期日及び残高

を管理しております。

② 流動性リスク

上記のとおり、営業債務の支払のタイミングは、営業債権とほぼ連動しており、営

業債権及び営業債務の流動性リスクは僅少であります。 

③ 市場リスク

当社は、外貨建ての預金及び営業債権について、月次ベースで為替変動リスクを

測定し、モニタリングを実施しております。また投資有価証券に関しては、定期的に

時価や発行体（投資先企業）の財務状況等を把握し、保有状況の継続的な見直しを行

っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（平成 30 年 3 月 31 日） （単位：千円） 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金・預金 5,418,529 5,418,529 － 

(2) 未収委託者報酬 340,071 340,071 － 

(3) 未収運用受託報酬 1,131,042 1,131,042 － 

(4) 未収投資助言報酬 4,024 4,024 － 

(7) 長期差入保証金 71,921 71,921 － 

(8) 投資有価証券

その他有価証券 9,932 9,932 － 

資産計 6,975,521 6,975,521 － 

(1) 未払金 1,913,859 1,913,859 － 

(2) 関係会社未払金 4,860 4,860 － 

(3) 未払法人税等 947,211 947,211 － 

(4) 未払消費税等 133,087 133,087 － 

負債計 2,999,018 2,999,018 － 



 

当事業年度（平成 31 年 3 月 31 日） （単位：千円） 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金・預金 1,988,187 1,988,187 － 

(2) 未収委託者報酬 284,450 284,450 － 

(3) 未収運用受託報酬 511,284 511,284 － 

(4) 未収投資助言報酬 1,063 1,063 － 

(5) 未収還付法人税等 407,066 407,066 － 

(6) 未収還付消費税等 96,067 96,067 － 

(7) 長期差入保証金 74,129 74,129 － 

(8) 投資有価証券

その他有価証券 28,912 28,912 － 

資産計 3,391,160 3,391,160 － 

(1) 未払金 1,115,830 1,115,830 － 

(2) 関係会社未払金 4,860 4,860 － 

負債計 1,120,690 1,120,690 － 

（注1） 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（資産） 

（1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収運用受託報酬、（4）未収投資助言報酬、（5）未

収還付法人税等、（6）未収還付消費税等 

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

（7）長期差入保証金 

長期差入保証金の時価については、賃貸借契約の内容及び敷金の性質から帳簿価額にほぼ

等しいため、当該帳簿価額によっております。 

（8）投資有価証券 

投資有価証券は当社設定の投資信託であります。これらの時価は公表されている基準価格

によっております。 

（負債） 

（1）未払金、（2）関係会社未払金、（3）未払法人税等、（4）未払消費税等 

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 



 

（注2） 金融債権等の決算日後の償還予定額 

前事業年度（平成 30 年 3 月 31 日） （単位：千円） 

1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

(1) 現金・預金 5,418,529 － － － 

(2) 未収委託者報酬 340,071 － － － 

(3) 未収運用受託報酬 1,131,042 － － － 

(4) 未収投資助言報酬 4,024 － － － 

(7) 長期差入保証金 － 71,921 － － 

合計 6,893,667 71,921 － － 

当事業年度（平成 31 年 3 月 31 日） （単位：千円） 

1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

(1) 現金・預金 1,988,187 － － － 

(2) 未収委託者報酬 284,450 － － － 

(3) 未収運用受託報酬 511,284 － － － 

(4) 未収投資助言報酬 1,063 － － － 

(5) 未収還付法人税等 407,066 － － － 

(6) 未収還付消費税等 96,067 － － － 

(7) 長期差入保証金

(8) 投資有価証券

その他有価証券のう

ち満期があるもの

－ 

－ 

74,129 

－ 

－ 

20,136 

－ 

－ 

合計 3,288,119 74,129 20,136 － 

（注3） 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

該当事項はありません。 



 

（有価証券関係） 

1. その他有価証券

前事業年度（平成 30 年 3 月 31 日） （単位：千円） 

区分 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

投資信託受益証券 9,932 10,000 △68

合計 9,932 10,000 △68

当事業年度（平成 31 年 3 月 31 日） （単位：千円） 

区分 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

投資信託受益証券 20,136 20,000 136 

小計 20,136 20,000 136 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

投資信託受益証券 8,776 10,000 △1,224

小計 8,776 10,000 △1,224

合計 28,912 30,000 △1,088

（デリバティブ取引関係） 

該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 



 

（税効果会計関係） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度 

（平成 30 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 31 年 3 月 31 日） 

繰延税金資産 

未払費用否認 10,610 千円 8,413 千円 

未払事業税 49,579 千円 － 

その他有価証券評価差額金 20 千円 374 千円 

資産除去債務 7,476 千円 7,549 千円 

繰延税金資産小計 67,687 千円 16,337 千円 

評価性引当額（注） △67,687 千円  △16,337 千円

繰延税金資産合計 － － 

繰延税金負債 

還付事業税 －  △15,879 千円

その他有価証券評価差額金 － △41 千円

固定資産（除去費用） △886 千円 △665 千円

繰延税金負債合計 △886 千円  △16,586 千円

繰延税金負債の純額 △886 千円  △16,586 千円

（注）評価性引当額が 51,349 千円減少しております。この減少の主な内容は、未払事業税に

関する評価性引当額の認識が生じなかったことに伴うものであります。 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

前事業年度 

（平成 30 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 31 年 3 月 31 日） 

法定実効税率 30.9％ 30.6％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0％ 0.1％ 

評価性引当額の増減 0.7％ △6.0％

特別税額控除 △2.4％ － 

その他 △0.1％ △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.1％ 24.6％ 



 

（資産除去債務関係） 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要
オフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から 15 年半と見積り、割引率は 0.56％から 1.145％を使用して資産除

去債務の金額を計算しております。

前事業年度 

（自 平成29年4月1日 

至 平成30年3月31日） 

当事業年度 

（自 平成30年4月1日 

至 平成31年3月31日） 

期首残高 24,182千円 24,417千円 

時の経過による調整額 235千円 237千円 

期末残高 24,417千円 24,654千円 

（セグメント情報等）

セグメント情報

当社の報告セグメントは、「投資運用・顧問業」という単一セグメントであるため、記載を省略

しております。  

関連情報 

1 製品及びサービスごとの情報 

前事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

投資信託 投資一任 投資助言 合計 

外部顧客への営業収益 5,028,840 3,210,691 6,728 8,246,260 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

投資信託 投資一任 投資助言 合計 

外部顧客への営業収益 3,051,139 1,408,907 9,512 4,469,560 



 

2 地域ごとの情報 

(1) 営業収益

前事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

日本 香港 英国バージン諸島 その他 合計 

5,044,036 2,357,843 719,859 124,520 8,246,260 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

日本 香港 英国バージン諸島 その他 合計 

3,068,617 1,191,692 140,081 69,168 4,469,560 

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

3 主要な顧客ごとの情報 

前事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名 

ｼﾝﾌﾟﾚｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（香港）ｶﾝﾊﾟﾆｰ･

ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
2,357,843 投資運用・顧問業 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

（単位：千円） 

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名 

ｼﾝﾌﾟﾚｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（香港）ｶﾝﾊﾟﾆｰ･

ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
1,191,692 投資運用・顧問業 



 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

該当事項はありません。 

報告セグメントごとののれんの償却及び未償却残高に関する情報 

該当事項はありません。 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 

（関連当事者との取引） 

1. 関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社等

前事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

種 類 
会 社 等 の 
名 称 

所在地 
資本金又

は出資金 
（千円） 

事 業 の 内

容 又 は 職

業 

議決権等の

所有(被所有)

割 合 ( ％ ) 

関連当事者との

関 係 
取 引 の 内 容 

取引金額 
（千円） 

科 目 
期末残高 
（千円） 

親会社 
㈱ｼﾝﾌﾟﾚｸｽ･ﾌｧｲﾅﾝ

ｼｬﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

東京都 
千代田区 

370,000 
子会社 

支配・管理 
（被所有） 
直接・100％ 

持株会社形式の

子会社支配、役員

の兼任 

子会社の経営指

導・管理料 
18,000 

関係会社

未 払 金 
4,860 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

種 類 
会 社 等 の 
名 称 

所在地 
資本金又

は出資金 
（千円） 

事 業 の 内

容 又 は 職

業 

議決権等の

所有(被所有)

割 合 ( ％ ) 

関連当事者との

関 係 
取 引 の 内 容 

取引金額 
（千円） 

科 目 
期末残高 
（千円） 

親会社 
㈱ｼﾝﾌﾟﾚｸｽ･ﾌｧｲﾅﾝ

ｼｬﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

東京都 
千代田区 

370,000 
子会社 

支配・管理 
（被所有） 
直接・100％ 

持株会社形式の

子会社支配、役員

の兼任 

子会社の経営指

導・管理料 
18,000 

関係会社

未 払 金 
4,860 

（注）取引条件および取引条件の決定方針等 

1. 取引金額は、一般の取引条件と同様に決定しております。

2. 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(2) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

(3) 財務諸表提出会社の子会社等

該当事項はありません。



(4) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社

前事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

種 類 
会 社 等 の 
名 称 

所在地 
資本金又

は出資金 

事 業 の 内

容 又 は 職

業 

議決権等の

所 有 ( 被 所

有 )割合 (％ ) 

関連当事者との

関 係 
取 引 の 内 容 

取 引 金 額 
（ 千 円 ） 

科 目 
期末残高 
（千円） 

同一の

親会社

を持つ

会社 

シンプレクス・グローバル・

インベストメンツ・リミテッド

英国領 
バージン 
諸島 

50万米ドル 投資運用業  － 
投資一任契約 

役員の兼任 
運用受託報酬 

(注) 
719,859 

未 収 運 用 
受 託 報 酬 

107,113 

同一の

親会社

を持つ

会社 

シンプレクス・アセット・マネジメント・

（香港）・カンパニー・リミテッド
香港 50万香港ドル 

投資信託

事務委託業 

－ 

投資一任契約 

投資助言契約 

事務協力関係 

役員の兼任 

運用受託報酬 
（注） 

投資助言報酬 
（注） 

委託調査費 

事務委託費 

2,351,114 

6,728 

40,916 

15,053 

未収運用 
受託報酬 

未収投資 
助言報酬 

未 払 金 

991,823 

4,024 

16,911 

当事業年度（自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日） 

種 類 
会 社 等 の 
名 称 

所在地 
資本金又

は出資金 

事 業 の 内

容 又 は 職

業 

議決権等の

所 有 ( 被 所

有 )割合 (％ ) 

関連当事者との

関 係 
取 引 の 内 容 

取 引 金 額 
（ 千 円 ） 

科 目 
期末残高 
（千円） 

同一の

親会社

を持つ

会社 

シンプレクス・グローバル・

インベストメンツ・リミテッド 

英国領 
バージン 
諸島 

50万米ドル 投資運用業  － 
投資一任契約 

役員の兼任 
運用受託報酬 

(注) 
74,248 

未 収 運 用 
受 託 報 酬 

2,253 

同一の

親会社

を持つ

会社 

シンプレクス・アセット・マネジメント・

（香港）・カンパニー・リミテッド 
香港 50万香港ドル 

投資信託

事務委託業 

－ 

投資一任契約 

投資助言契約 

事務協力関係 

役員の兼任 

運用受託報酬 
（注） 

投資助言報酬 
（注） 

委託調査費 

事務委託費 

1,182,179 

9,512 

38,930 

14,406 

未収運用 
受託報酬 

未収投資 
助言報酬 

未 払 金 

488,409 

1,063 

11,395 

（注）取引条件および取引条件の決定方針等 

1. 取引金額は、一般の取引条件と同様に決定しております。

シンプレクス・グローバル・インベストメンツ・リミテッド及びシンプレクス・アセット・

マネジメント・（香港）・カンパニー・リミテッドとの投資顧問契約に基づき、予め定められ

た料率で計算された金額の受取り及び支払いを行っております。 

2. 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 親会社に関する注記

株式会社シンプレクス・ファイナンシャル・ホールディングス（東京証券取引所 TOKYO PRO

Market に上場）



 

（1 株当たり情報） 

前事業年度 

（自 平成29年4月1日 

至 平成30年3月31日） 

当事業年度 

（自 平成30年4月1日 

至 平成31年3月31日） 

1株当たり純資産額 

1株当たり当期純利益金額 

535,829円22銭 

396,189円80銭 

1株当たり純資産額 

1株当たり当期純利益金額 

298,591円46銭 

87,230円71銭 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。 

（注）1 株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 

前事業年度 

（自 平成29年4月1日 

至 平成30年3月31日） 

当事業年度 

（自 平成30年4月1日 

至 平成31年3月31日） 

当期純利益 2,931,804千円 645,507千円 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る当期純利益 2,931,804千円 645,507千円 

期中平均株式数 7,400株 7,400株 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿    

（注）1．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

   2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 

 

独立監査人の中間監査報告書 
 

2019 年 12 月 26 日 

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 三 上 和 彦 ㊞ 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられているシンプレクス・アセット・マネジメント株式会社の2019年4月1日から2020年3月31

日までの第21期事業年度の中間会計期間（2019年4月1日から2019年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記に

ついて中間監査を行った。 

 

中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社の2019年9月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（2019年4月1日から2019年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 





















 

公開日    令和2年1月17日 

作成基準日  令和元年12月26日 

 

本店所在地: 東京都千代田区丸の内１-５-１ 

お問い合わせ先: 業務本部 
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